
生活交通改善事業計画（バリアフリー化設備等整備事業） 
 

令和５年８月 15日 
（名称）横浜市地域公共交通バリア解消促進等事業タクシー部門協議会 

 

１．生活交通改善事業計画の名称 

タクシー事業者福祉車両導入促進事業（ＵＤタクシー） 

 

 

２．バリアフリー化設備等整備事業の目的・必要性 

障害者や高齢者、子育て中の保護者が安心して公共交通を利用できる環境を整備すること

は、地域生活を送る上で欠かせません。 

その中で、ドアツードアの唯一の公共交通機関であるタクシーのバリアを解消していくこ

とは、障害者・高齢者等移動困難者の外出を支える取組として重要な役割があります。特に

車いす利用者からは、介助等の必要性からセダン型タクシーへの乗車が難しいという声もあ

がっています。 

ユニバーサルデザインタクシー（ＵＤタクシー）は、車いすのまま乗車できるとともに、

広い開口部にスライドステップを装備し、すべての人の乗降がしやすい車両となっていま

す。この車両を一般タクシーへ導入し、あわせて乗務員研修を行なうことで、すべての市民

が利用しやすい公共交通として整備していきます。 

 

 

３．バリアフリー化設備等整備事業の定量的な目標及び効果 

（１）事業の目標 

神奈川県タクシー協会に加入する横浜市内のタクシー事業者が保有する車両台数約 4,900

台（平成 29年度末時点）の 10％に相当する 490台を当面の導入目標台数とします。 

令和元年度まで  223台導入 

令和２年度     63台導入 

令和３年度     47台導入 

令和４年度     66台導入見込 

令和５年度    84台導入予定 

（２）事業の効果 

ＵＤタクシーを導入することにより、車いす利用者やベビーカー利用者の移動の円滑化が

図られるとともに、これまで自家用車を利用していた者がＵＤタクシーの利用に移行するこ

とも見込まれるため、公共交通利用者の増加が期待できます。 

 

 

４．バリアフリー化設備等整備事業の内容と当該事業を実施する事業者 

（１）事業の内容：実施事業者（補助対象事業者） 

別添一覧表のとおり 

（実施事業者（補助対象事業者）の身体・知的・精神の３区分における運賃割引率について） 

別添一覧表のとおり 



 
（２）関連事項（以下、〈 〉内の事業に該当する場合に記載） 

〈福祉タクシー車両・共同配車センターに係る事業〉 

特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法（平 

成２１年法律第６４号）に準じ、特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送 

事業の適正化及び活性化を推進し、もって地域における交通の健全な発展に寄与している。 

 

 

５．バリアフリー化設備等整備事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

令和５年度（当該年度） 

事業の名

称 

総事業費 

割合 

国費 

割合 

都道府県

負担割合 

市区町村負担 

割合 

事業者負担 

割合 

タクシー

事業者福

祉車両導

入促進事

業（ＵＤタ

クシー） 

1,292,096千円 247,200千円 0千円 49,440千円 995,456千円 

100％ 19.13％ 0.0％ 3.83％ 77.04％ 

※総事業費については見込み額を記載。 

 

 

６．計画期間 

以下項目別に概ねの着手・実施期間を矢印（←→）、または横棒線（―――）で記載。 

●で年度ごとの事業着手日、事業完了日を記載 

 
事業の名称 

令和５年度 令和  年度 令和  年度 

4月   9月  12月  3月 4月   9月  12月   3月 4月  9月  12月  3月 

タクシー事業者

福祉車両導入促

進事業（ＵＤタク

シー） 

 
交付決定後着手    84 台 

 

 

３月 31日完了 

 

 

 

 

 

７．協議会の開催状況と主な議論  

・令和５年５月 23 日 事業内容について協議。計画の概要について合意。 

・令和５年５月 31 日～令和５年６月６日 市民意見募集を実施。 

・令和５年６月９日 市民意見募集の結果を踏まえ、計画を確定。 

・令和５年８月 15日 別添一覧表に錯誤あり、一部訂正。 

 

 

８．利用者等の意見の反映 

・令和５年５月 31 日～令和５年６月６日に横浜市のホームページにて本計画に関する意見 

を募集。意見は寄せられませんでした。 

 
 

 
 



９．協議会メンバーの構成員 

関係都道府県 － 

関係市区町村 

横浜市都市整備局都市交通課長 

横浜市健康福祉局企画課長 

横浜市健康福祉局障害自立支援課長 

交通事業者・交通 

施設管理者等 

神奈川県タクシー協会横浜支部長 

同         横浜支部ＵＤタクシー導入検討小委員会 

同         横浜支部リフト等装備車両導入検討小委員会 

同         事務局総務部長 

同         横浜支部事務局長 

神奈川県個人タクシー協会専務理事 

 

地方運輸局 関東運輸局神奈川運輸支局輸送担当 

その他協議会が必

要と認める者 

（市民代表） 

公益社団法人横浜市身体障害者団体連合会理事長 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 
（所 属）横浜市健康福祉局障害自立支援課   

（氏 名）東、鈴木           
（電 話）０４５－６７１－２４０１   

（e-mail）kf-udtaxi@city.yokohama.jp   

 



身障 知障 精神

1 横浜北交通株式会社 5 16,200 3,000 600 12,600 １割 １割 １割

2 和同交通株式会社 4 11,120 2,400 480 8,240 １割 １割 １割

3 ノボリ興業株式会社 2 7,128 1,200 240 5,688 １割 １割 １割

4 メトロ自動車株式会社 15 48,600 9,000 1,800 37,800 １割 １割 １割

5 川崎タクシー株式会社 7 20,070 4,200 840 15,030 １割 １割 １割

6 明治自動車株式会社 5 16,200 3,000 600 12,600 １割 １割 １割

7 三ツ境交通有限会社 2 6,480 1,200 240 5,040 １割 １割 １割

8 戸塚交通有限会社 2 6,480 1,200 240 5,040 １割 １割 １割

9 三慶交通株式会社 5 14,830 3,000 600 11,230 １割 １割 １割

10 五光交通株式会社 4 12,960 2,400 480 10,080 １割 １割 １割

11 新興タクシー株式会社 4 11,208 2,400 480 8,328 １割 １割 １割

12 南進自動車株式会社 3 3,309 1,800 360 1,149 １割 １割 １割

13 株式会社　ファミリータクシー 2 6,480 1,200 240 5,040 １割 １割 １割

14 富士交通有限会社 1 3,240 600 120 2,520 １割 １割 １割

15 平和交通株式会社(間門) 2 6,070 1,200 240 4,630 １割 １割 １割

16 平和交通株式会社(関内) 2 6,070 1,200 240 4,630 １割 １割 １割

17 平和交通株式会社(向町) 7 21,245 4,200 840 16,205 １割 １割 １割

18 平和交通株式会社(新横浜) 5 15,175 3,000 600 11,575 １割 １割 １割

19 平和交通株式会社(新子安) 3 9,105 1,800 360 6,945 １割 １割 １割

20 平和交通株式会社(西) 3 9,105 1,800 360 6,945 １割 １割 １割

21 平和交通株式会社(鶴見) 3 9,105 1,800 360 6,945 １割 １割 １割

22 平和交通株式会社(保土ヶ谷) 2 6,070 1,200 240 4,630 １割 １割 １割

23 平和交通株式会社(和田町) 5 15,175 3,000 600 11,575 １割 １割 １割

24 慶桜６２５株式会社 8 25,920 4,800 960 20,160 １割 １割 １割

25 大明交通株式会社 3 9,720 1,800 360 7,560 １割 １割 １割

26 株式会社富士タクシー 3 9,720 1,800 360 7,560 １割 １割 １割

27 二重交通株式会社 4 12,960 2,400 480 10,080 １割 １割 １割

28 日本交通横浜株式会社 25 81,000 15,000 3,000 63,000 １割 １割 １割

29 株式会社エヌケイキャブ 5 16,200 3,000 600 12,600 １割 １割 １割

30 新横浜交通株式会社 3 9,720 1,800 360 7,560 １割 １割 １割

31 神奈川都市交通株式会社 30 92,820 18,000 3,600 71,220 １割 １割 １割

32 スタジアム交通株式会社 10 32,400 6,000 1,200 25,200 １割 １割 １割

33 京浜ハイヤー株式会社 10 32,400 6,000 1,200 25,200 １割 １割 １割

34 京急横浜自動車株式会社 1 3,240 600 120 2,520 １割 １割 １割

35 京急文庫タクシー株式会社 1 3,240 600 120 2,520 １割 １割 １割

36 三和交通株式会社 26 73,060 15,600 3,120 54,340 １割 １割 １割

37 サンタクシー株式会社 3 10,692 1,800 360 8,532 １割 １割 １割

38 三和交通神奈川株式会社 12 33,720 7,200 1,440 25,080 １割 １割 １割

39 東宝タクシー株式会社 1 3,240 600 120 2,520 １割 １割 １割

40 北斗タクシー株式会社 17 55,080 10,200 2,040 42,840 １割 １割 １割

41 日本交通横浜株式会社 10 32,400 6,000 1,200 25,200 １割 １割 １割

42 朋栄交通株式会社 1 3,564 600 120 2,844 １割 １割 １割

43 大栄交通株式会社 8 25,920 4,800 960 20,160 １割 １割 １割

44 富士見交通株式会社 10 32,400 6,000 1,200 25,200 １割 １割 １割

45 日野交通 株式会社 10 30,350 6,000 1,200 23,150 １割 １割 １割

46 京浜交通株式会社 10 32,400 6,000 1,200 25,200 １割 １割 １割

47 株式会社グリーンキャブ横浜 10 29,365 6,000 1,200 22,165 １割 １割 １割

48 カナガワ交通株式会社イースタン 2 6,480 1,200 240 5,040 １割 １割 １割

49 アサヒタクシー株式会社 8 25,920 4,800 960 20,160 １割 １割 １割

50 有限会社キョーシン 2 6,480 1,200 240 5,040 １割 １割 １割

51 （神奈川）ヒノデ第一交通株式会社 5 17,820 3,000 600 14,220 １割 １割 １割

52 神奈中タクシー株式会社 4 12,960 2,400 480 10,080 １割 １割 １割

53 新横浜交通株式会社 20 64,800 12,000 2,400 50,400 １割 １割 １割

54 川崎タクシー株式会社 17 55,080 10,200 2,040 42,840 １割 １割 １割

55 金港交通株式会社 20 64,800 12,000 2,400 50,400 １割 １割 １割

56 金港交通第二株式会社 20 64,800 12,000 2,400 50,400 １割 １割 １割

412 1,292,096 247,200 49,440 995,456

導入
予定
台数

総事業費
（千円）

国費
予定

（千円）

横浜市費
予定

（千円）

事業者
負担
（千円）

令和５年度タクシー事業者福祉車両導入促進事業（UDタクシー）実施予定事業者一覧表

合計

運賃割引
№ 会　社　名
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